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 １１月２４～２５日 来日 、尖閣諸島（沖縄県） 領有権 主張 暴言 繰
返 中国 王毅外相 対 、茂木敏充外相 場 即座 毅然 反論

。 
 
 公式 外交 場 、尖閣諸島 実効支配 中国 国際発信 許

、茂木外相 多 国民 、自民党内部 強 批判
受 。 
 
 批判 当然 、万一紛争 起 、日本 著 不利 立場 追 込
危険 対応 。 、中国 野望 決 尖閣諸島 小 島 収
。 
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 今年 入 中国 尖閣諸島 領有 主張 際 必 使
。 、「四 原則的共通認識」 難解 言葉 。 

 
 、中国外務省 報道官 ５月以降２度 、尖閣諸島 巡
日本 非難 際 使 。５月１１日 、人民日報 「人民網
日本語版」 、趙立堅報道官 「 日本側 四 原則的共通認識 精神
遵守 、釣魚島問題 新 事 起 避 、実際 行動 東中国
海情勢 安定 守 要求 」 日本 批判 掲載 。 
 
 １１月２６日 王毅外相 記者会見 発言 ３度目 言及 、「
3点 希望 持 」 、 １点目 「双方 ４項目 原則的共通認識

堅持 」（通訳者 日本語訳） 主張 。 
 
 、中国 「四 原則的共通認識」 基 、日本 尖閣諸島 主権 放棄

主張 、日中間 既 共通認識 。 反論
、 共通認識 存在 認 。 

 
 、 重要 背景 日本 大手 一切報道 、外務省

会談 報告 実施 、 発言内容 完全無視
。 
 
 中国 政治発言 意味 嘘 言葉 。日本人 嘘

多 、中国 嘘 国家的戦略 意思 。 嘘 、 意図
見抜 徹底的 分析 、手 打 大 謀略 、取 返

。 
 
 、中国 「四 原則的共通認識」 言葉 使 意図 何
。外務省 中 、中国 関 ２０１４年１１月７日付 「日中関
係 改善 向 話合 」 部分 。 １項目 「双方 、日中間 四
基本文書 諸原則 精神 遵守 、日中 戦略的互恵関係 引 続 発展

確認 」 。 
 
 中国 使 「四 原則的共通認識」 、全 、表現 異
、日本 外務省 取 交 言葉 。 
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 「四 原則的共通認識」 日中間 合意 四 政治文書 、１９７
２年 「日中共同声明」、７８年 「日中平和友好条約」、９８年 「日中共同宣
言」、２００８年 「日中共同声明」 指 。 
 

、７２年以来、日中間 合意 取 、約束 日中関係 基本方針
。王毅外相 発言 意訳 「日本 日中間 政治文書 従 尖閣諸島
主権 放棄 。 日中関係 基本 ！」 主張 。 
 
 、日中関係 根本 揺 大事件 。日本 、日中関係 継続

、自 尖閣 主権 放棄 、日中友好 尖閣防衛 両立
。 

 
 中国 担当 外務官僚 記者会見 場 、王毅外相 発言 重大 気

。 、外務省 対中外交 失敗 隠 「四 原
則的共通認識」発言 意味 理解 、 意図的 隠 、外務大臣 伝

可能性 高 。 
 
 思考回路 傲慢 発想 出 。

人民網 掲載 筆者 確認 、中国当局 尖閣諸島 沖縄
発信 複数 主張 分析 、彼 歴史捏造 分
以下 。 
 

◇◇◇ 

第二次世界大戦で米国は中国の代わりに琉球を日本から取り返した。しかし、米国は日

本と締結したサンフランシスコ講和条約を根拠に琉球を中国に返さず、日本との密約によ

り勝手に施政権を日本に譲渡した。 

中国は、サンフランシスコ講和条約には参加しておらず、それは不法で無効であり断じ

て承認していない。サンフランシスコ講和条約の３項の権利を米国が放棄して実現した７

２年の沖縄返還協定も茶番である。 

日中間の講和条約は、あくまでも７２年の日中共同声明である。その第３項に「日本は

ポツダム宣言第８項に基づく立場を堅持する」と明記されており、ポツダム宣言の８条に
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は「カイロ宣言ノ条項ハ履行セラルベク又日本国ノ主権ハ本州、北海道、九州、四国及吾

等ノ決定スル諸小島ニ局限セラルベシ」と定めている。 

戦後の日本の版図に琉球諸島は全く含まれておらず、中国に返還するべきものだ。まし

てや釣魚列島にいたっては論外である。日米両国はカイロ宣言、ポツダム宣言を遵守し、

琉球の主権を放棄すべきだ。 

◇◇◇ 

 
「四 原則的共通認識」 遵守 言葉 裏 、 捏造
壮大 歴史観 。結局、中国 、琉球 古来 中国 一部 、
奪 取 講和条約 沖縄返還協定 認 、 宣言
宣言 基 日本 琉球 主権 放棄 主張 。 、日中友好
尖閣・沖縄防衛 両立 不可能 。 
 
 中国 主張 、一見突拍子 聞 、日中友好運動 歴
史 、 立場 首尾一貫 見 。 
 
 大東亜戦争終結後 １９４９年、中国共産党 中国国民党 内戦 勝利 「中華
人民共和国」 樹立。翌年６月朝鮮戦争 勃発、中国人民解放軍 参戦。同年１０月
１日、東京 日中友好協会 発足 。 
 
 当時 、講和条約 在 方 世論 真 二 分 、日中友好協会 、
中国 含 社会主義国 講和 参加 全面講和 推進。 、全占領軍 撤退
再軍備反対 主張 。 
 
 、 宣言 基 講和 、現在中国 主張 全
同 。幸 当時 吉田茂首相 、米英主導 単独講和 講和条約 締結 、同時
日米安保条約、翌年 日華平和条約 締結 。 、日米台 共産主義
勢力封 込 体制 。当時 中国 国連 常任理事国 、逆 国連総会
中国向 禁輸勧告 出 、 対共産圏輸出統制機構（ＣＯＣＯＭ） 対中国版

対中国輸出統制委員会（ＣＨＩＮＣＯＭ) 設置 、国際社会 厳 経
済制裁 受 、日本 対中貿易 禁止 。 
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日中友好運動史（日本中国友好協会正統中央本部著） 、「日中友好運動
、 体制＝『中国封 込 』体制 抵抗 新

段階 入 」 記 。 
 

 日中友好協会
２０年間、物々交

換 民間貿易 蟻
一穴
民間交流 経済交流
名 対日工作 行
、１９７２年 日中
共同声明 日本
国交 樹立 。 

 
 ２０年間 同時
、安保闘争 沖縄復
帰闘争、原水爆禁止運

動 深 関 、佐藤栄作首相 「米軍 基地機能 残 施政権 返還」
実現 、日米同盟 封 込 破 。 、日華平和条約
破棄 、日本 中華民国 断交 中国包囲網 一部 破 。 
 
 中国 ５０年 軍事力 経済力 蓄 。実力 今、

体制 打破 向 、日米 工作 仕掛 。 
 
 ２０１０年 尖閣諸島沖 起 中国漁船衝突事件直後 、琉球独立工作 仕
掛 、５度 「琉球沖縄 人々 先住民族 権利 保護 」 趣旨
国連勧告 日本 対 出 。国連 先住民族 権利宣言 ３０条
「先住民族 土地 軍事活動 行 」 決 、日本政府 批准

。中国 根拠 国際世論 訴 、在沖縄米軍 撤退 狙 。 
 
 尖閣諸島 実効支配 、単 局地的 軍事戦略 、 宣言
宣言 錦 御旗 、戦後 国際秩序 破壊 役割 担 。

引 、中国 日本 対 琉球 主権放棄 求 。 
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 、呼応 沖縄 一部 琉球独立派 声 上 、沖縄
針小棒大 報道 、全米主要 「尖閣 琉球 ！琉球独立 平

和 道！沖縄 独立宣言！」 大々的 報道 可能性 。 
 
 、米国 主要 、中国封 込 政策 米大統領 異常
批判的 、 中国 統一戦線工作 組 込 可能性 高 。

、米国 世論 米軍 沖縄撤退 傾 。 
 
米軍 撤退 場合、最後 頼 自衛隊 、 、独立宣言 沖縄県知事
人民解放軍 沖縄 駐留 認 場合、果 阻止
。人民解放軍 沖縄 軍事的要所 獲得 、 先 想像
難 。 
 

 以上 、尖
閣諸島 実効支配 強
化 中国 意図 、
単 尖閣諸島
海域 支配 、
沖縄 強奪

講和条約
体制 打破
見 。 
 
 先
、中国 新
国際秩序 。

、東 一党独裁 全体主義社会 組 込 意味 。
圧力 対峙 日本 単 尖閣防衛 強化 、 、
講和条約締結 原点 戻 、日米台 同盟 中国封 込 体制 強化 向
大 舵 切 。 日米台同盟 中心 沖縄 位置 、中
国 沖縄分断工作 封 込 力 持 。 
 
 具体的 、日本版台湾関係法 制定 急務 、何 新
。中国 罠 掛 日中共同声明 締結前 時計 針 戻 。 先
、中国 全体主義 世界支配 野望 阻止 、自由主義諸国 開

未来 見 。 


